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��はじめに

高齢社会という問題が交通安全という面でも重要であることは、平成 ��年度の全国交通死亡者

数における �� 歳以上の死亡者数が占める割合は ��	
�で、�� 年前の平成�年の ��	��から

��ポイント以上増加している現状からも明らかである。また、車両業務を行う組織にとっては、

業務車両が交通事故に関わることは重大な損失であることはちろん、交通事故を起こすことによる

マイナスはもとより、起こさないことによるメリットも評価されるところである。

事故統計データは起きてしまった事故の結果に他ならない。結果から学ぶべき事柄は多いのであ

るが、一方、未然に防ぐことも交通安全活動にとっても重要である。

日常の交通環境は混合交通となっており、事故防止には混合している交通参加者相互の意志の疎

通にも、注目すべきであろう。そこで、本研究は混合交通参加者相互の交通安全意識の実態を把握

し、意志の疎通を図る交通安全活動の手法について考察、提言することを目的とする。そのために

まず第 �に「高齢者」と「車両業務を行う組織職員」という立場や行動パターンの異なった集団

にそれぞれ「質問紙」というツールを用いて意識調査を行い、その交通安全意識を比較するととも

に互いの意識の共有性や相違性をさぐることで「質問紙」のツールとしての有効性を考察する。第

�点として、｢質問紙」による調査の実施における被験者の拘束や結果のフィードバックのタイミ

ング等の物理的課題に対処するのみならず、ペーパーレスやデータ入力作業等の軽減を考え、最近､

各分野で試みられるようになりつつあるインターネットの活用を提言することを目的とする。
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��質問紙を用いた交通安全意識調査

調査内容は以下のとおりである。

｢高齢者」

高崎市長寿センター利用者、平成 ��年�月、���名�男性 ���名、女性 ���名�

群馬県老人クラブ連合会会員、平成 ��年�月 ���名�男性 ��名、女性 �	�名�

｢車両業務を行う組織職員」

�郵便局、平成 ��年 ��月、���名�男性 ���名、女性�名�

�郵便局、平成 ��年 ��月、��名�男性 ��名、女性�名�

｢高齢者」と「車両業務を行う組織職員」の意識の共通点としてはまず、｢反射材」を身につけよ

う、身につけてほしい部位について、頭部を除く上半身に装着することに有効性を認めていた。現

状では「反射材を装着する」という行為自体が、交通安全意識の高さの顕れであると考えられるが､

有効性を認められる部位に装着できる、ベスト�タスキ�型の反射材等を身近に目にする機会を増

やし、具体的なイメージを持たせる活動が重要となる。

次に、歩行者として信号機の状態によってとる行動では、歩行者用信号機が「点滅」し始めた場

合の「いそいで渡る」という回答について「高齢者」の免許を保有していない者に対して、免許保

有者と車両業務を行う組織職員が回答率が高く、有意差が見られた。道路交通法を知っているはず

の免許保有者が実は、我流で交通状況の判断をすることに慣れていたり、普段、車両で移動する機

会が多いことで、歩行者として外出する場合でもドライバーの時の意識のまま行動している様子が

伺えた。

｢高齢者」と「車両業務を行う組織職員」の意識の相違点を見ると、まず、カーブミラー利用に

ついて「車両業務を行う組織職員」のカーブミラーを「確認しづらいが利用している」の回答率が

高く、有意差が見られた。カーブミラーの配置、角度、高さ等に対する不満はあるものの、実際に

は一時停止や目視等で安全確認を補っているものと考えられる。

次に歩行者としての信号機の状態による行動のうち、信号機が「赤」であった場合に「そのまま


いそいで渡る」と回答している者が「車両業務を行う組織職員」の方が「高齢者」よりも多く、有

意差が見られた。高齢者に比べて年齢的に体力への自信があり、自分の状況判断を信じて行動に移

る者がいるためと考えられる。

��交通安全活動の現状

｢高齢者」に対する活動としては、地域の老人クラブ連合会等で、春	秋の全国交通安全運動期
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高齢社会における、高齢者と車両業務を行う組織職員との交通安全意識の比較から考察した交通安全活動への提言

間等にボランティアでの街頭��活動や公民館等を会場とした集会など、高い関心を寄せた活動が

行われている。本研究の調査協力を得た、高崎市長寿センターでも各々のセンターによって活動内

容に若干の差はあるものの、地元警察署職員による交通安全講演会や交通安全ビデオ上映会を実施

している。

｢車両業務を行う組織職員」に対しては、安全運転管理者を中心として行われるのであるが、本

研究で対象とした�郵便局では、小集団活動を取り入れ「小集団に分けた事故状況の把握と無事故

成績優秀集団の表彰」が行われている。

諸外国での活動としてヨーロッパにおいて積極的に交通安全活動を行っているドイツとフィンラン

ドの事例を見るとまず、ドイツでは「生涯にわたる継続的な教育｣、｢対象者の特徴に応じたプログ

ラム｣、｢強力な推進体制｣、｢有効性研究の実施」の�点を基本とした、幼児から大人まで継続して

積み上げ式に良き交通参加者を教育する活動が行われている。

フィンランドでは、運転能力に対して客観的な能力以上の自己評価は危険と考え、運転免許試験の

中で、試験官とのディスカッションによる試験での運転に関するフィードバックが行われている。

��まとめ

混合交通状況における交通安全活動は本来、交通参加者を一同に集めて実施するのが最も効果的

であると思われる。しかし、交通安全活動の現状では、特定の集団を一定の時間、場所に拘束する

ことから異なる集団が合同で互いの意志疎通や情報の共有化を図ることは物理的に難しいと思われ

る。特に、業務を行っている集団では業務全体のスケジュールや職場内に部外者を招きづらい事情

も出てくるであろう。教育の実施の場合でも設備、機材が必要でありフィードバックを行うにして

も教官等、スタッフの人数に限りがあるため集団を一度に対応することは困難となる。

そこで本研究では「質問紙」をインターネットにのせ、交通安全対策に関してのデータ分析を行

うことを提言したい。このインターネットこそは、時間、場所を必要とせずに多くの参加者にも対

応できる手法である。そして、職場のみならず家庭へも浸透する可能性を持っている。警察等公的

機関のホームページ上で、大学等研究機関が質問紙の作成、集計、分析のフィードバックを行い、

高齢者や車両業務を行う組織職員が参加する活動が、まさに産官学の交通安全活動として望ましい

ものとなるであろう。
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